第10事件（医療法人に途中入会した社員の持分払戻請求権）　　　　　　　江口尚吾
１、事案の概要
Ｘ（原告、非控訴人）：昭和４５年に５０万円を出資してＹに入会したＹ社団の社員。
Ｙ（被告、控訴人）：昭和３４年に設立された精神科等を専門とする病院を経営する医療法人社団。
⇒ＸがＹ社団からの退会に際して自己の出資持分の払い戻しを求め、その額の算定が争われた。
２、当事者の主張
＜Ｘの主張＞　Ｙに対し５億６０００万余円の支払を請求。
[image: image1.png]R = GREMOYOWMEER x

=83




＜Ｙの主張＞　Ｘへの払戻額は１１５万余円と主張。
1 社団の定款中の「払込出資額に応じて」という文言は社員の払込済出資額そのものを意味する。
2 仮に①が誤りだとしても、払込額の計算は以下のようになる。
[image: image2.png]ZEOHER

HEE =GR E P
R = (B2IOY OEWEEL X DY R




3 退会時のＹの「正味資産額」について、純資産額そのものではなく純資産額から清算の際に徴収される税金の額を控除したものによるべきである。
３、裁判所の判断
＜高裁の判断＞
ⅰ　定款の「払込出資額に応じて」という文言は「出資持分に相当する資産の払戻しを請求することができるとしたものである」。
ⅱ　出資持ち分の計算はＹの主張（②の主張）を是とする。
ⅲ　持分の払戻しの計算の基礎となる医療法人の資産の評価方法についてはＸの主張を是とする。
４、ポイント
・出資持ち分の計算方法についてのＹの主張の合理性
Ｘの主張する計算方法によると、Ｙの原始社員の持分が害されることになりうる。

たとえば、100人の原始社員が昭和３４年に１人１ずつＹに出資し（出資総額100）、昭和４５年にＹの資産総額が15000になったとする。この時、原始社員が持分の払い戻しを求めれば、一人当たり150の払い戻しを受けられることになる。しかし、４５年の時点でＸが200を出資して即座に持分の払い戻しを求めた場合、Ｘの主張する計算方法によると、Ｘは出資総額の２／３を出資しているため、４５年当時のＹの資産総額の２／３の払い戻し（10000）を受けられることになりうる。このような不都合性を解消し、原始社員の利益を保護するためにもＹの主張する計算方法が合理的であるといえる。
・剰余金の分配の禁止の趣旨（医療法54条）
剰余金の分配禁止規定の意義は、医療法人が営利企業化することを防止する一方で、剰余金を医療技術の進歩に合わせ医療施設を整備・改善する設備投資のために保持させておくための規定とされる。ただ、リターンとして出資額を超えての持分の払戻しが得られる以上、多少の営利性が認められているようにも思われる。医療法人の非営利性がどの程度のことを指すのか、その限界がよくわからない。
５、参考文献　・最高裁判所判例検索システム（http://www.courts.go.jp/）・山本裕子・ジュリ1137号142頁
